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スリランカ人権委員会の調査活動
―その成果と課題
木　村　光　豪
はじめに
　冷戦の崩壊後、人権が国際社会で大きな正当性を持つようになった。その影
響はアジアにも及び、特に東南アジア諸国で国際人権条約の批准が推進され、
国内人権機関の設置も急増した。アジア・太平洋地域で最初に国内人権機関を
設置したのはフィリピン（1989年）であり、1990年代には 4 ヵ国（インド、イ
ンドネシア、スリランカ、フィジーの順番）が設置し、今日20ヵ国に存在する1）。
　本稿で分析の対象とするスリランカの国内人権機関（スリランカ人権委員会）
は、スリランカ人権委員会法（1996年 7 月制定）を根拠法として、1997年 3 月
に設置された。アジア・太平洋地域では、 4 番目に発足した国内人権機関であ
る。その創設より15年間、紆余曲折を経てきた人権委員会の活動の実態とその
課題を、国内人権機関の権限のひとつである人権侵害の調査と救済活動を中心
に探究することが、本稿の目的である。
　パリ原則によれば、国内人権機関の機能は、①人権促進機能（人権教育・広
報）、②人権保護機能（人権侵害の調査・救済）、③監視機能、④提言機能、⑤
調整・協力機能の 5 つである2）。
　国内人権機関が持つ 5 つの機能の中で、人権保護機能である人権侵害の調査・
救済活動に焦点を当てる理由は、次の 2 点である。第 1 に、国内人権機関によ
る調査活動は、人権侵害の当事者に対する和解や調停による紛争解決が中心で
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あり、裁判以外の方法による人権保障の様相を看取できるからである。この点
に、国内人権機関の大きな存在意義がある。第 2 に、スリランカに存在してき
た伝統的な非公式の和解や調停による紛争解決メカニズムが、スリランカ人権
委員会（以下、人権委員会と略）の調査活動に公式化されている範囲と程度を
観察できる点である。
　少なくとも10世紀には、スリランカでガムサバーワと呼ばれる村落法廷が機
能していた。村の重要人物によって、王朝の法制度から相対的に自立して、村
落における民事・刑事上の紛争が和解や調停によって処理されていた。ガムサ
バーワは、イギリスの植民地支配下では村落裁判所として生まれ変わった。植
民地から独立後の1958年、調停委員会法により、ガムサバーワの伝統的紛争処
理方式が調停委員会という公式法制度として復活した。しかし、1978年憲法の
制定によって、調停委員会は廃止された3）。後述するように、人権委員会の調
査活動には、このガムサバーワを基盤とする伝統的な紛争処理を人権保障のた
めに活用している点が見られる。
　安田信之は、アジアに伝統的な和解と調停による紛争解決の仕組みを、国内
人権機関の機能と重ね合わせている。すなわち、国内人権機関による説得と対
話という「非法的な」紛争解決のメカニズムに、裁判所による法的解決に馴染
まない人権保障の有り様を見出し、「法的正義」を超える「社会正義」の実現と
いう希望を託している4）。本稿では、安田が国内人権機関に期待する社会正義
の実現という新たな人権保障メカニズムが、人権委員会の調査活動においてど
のように実施されているかを検討する。
Ⅰ　設立の背景と経緯
1 ．人権委員会設立の背景
　スリランカは、複数の民族・宗教・言語を持つ人びとから成る多文化社会で
ある。2012年の国勢調査によれば、民族構成は、シンハラ（74.9％）、スリラン
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カ・タミル（11.2％）、インド・タミル（4.2％）、スリランカ・ムーア（9.2％）、
バーガー（0.2％）、マレー（0.2％）、その他（0.1％）である。宗教の構成は、
仏教（70.2％）、ヒンドゥー教（12.6％）、イスラーム（9.7％）、ローマ・カト
リック（6.1％）、他のキリスト教（1.3％）となっている5）。シンハラ人の大部
分は仏教徒で、シンハラ語を話す。タミル人は主にヒンドゥー教を信仰し、タ
ミル語を使う。「ムーア」と「マレー」は主にムスリムであり、「バーガー」（ヨ
ーロッパ人とスリランカ人の間の子孫）の多くはキリスト教徒であり、英語を
話す。その他、固有の言語と慣習を持つ先住民族の「ヴェッダ」も存在する6）。
　こうした多様な民族が共存してきたスリランカにおいて、多数派のシンハラ
人が、他の少数民族に対する抑圧、排除、さらには戦争を含む暴力を行使する
契機になったのは、19世紀にイギリスが全土を植民地支配したことであった。
イギリスの支配に対抗して、仏教の復興に根差したシンハラ民族意識が高揚し、
いわゆる「シンハラ・ナショナリズム」が形成された7）。独立後の新国家の構
築を推進する際に、タミル人を排除する政策（シンハラ・オンリー政策）を実
施する中で、タミル・ナショナリズムが徐々に高揚し、互いに暴力を行使する
ようになった。特に、1983年の反タミル暴動は、 2 つの民族の不信感と対立を
決定づけ、30年近くに及ぶ内戦に突入することになった。その間、政権交代す
るたびに和平交渉が行われたものの、最終的には決裂し、戦闘が繰り返される
事態が続いた。内戦中に、虐殺、殺人、拷問、失踪、レイプなどの人権侵害が
至る所で行われた8）。スリランカの人権状況は、国連人権機関や人権NGOによ
って関心が持たれ、国際社会に喚起された9）。
　こうした民族紛争の最中に、大規模な人権侵害が多数見られる状況下で、人
びとの人権を保護・促進する役割を担って発足したことが、アジア・太平洋に
おける国内人権機関の中で、人権委員会が持つ大きな特徴である10）。
2 ．人権委員会設立の経緯11）
　スリランカにおける国内人権機関の創設は、1990年にまで遡る。国内人権機
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関の設置に関する法案が、スリランカの人権グループによって準備されたのが
その発端である。1991年の国連人権委員会第49会期で、スリランカ政府代表か
ら国内人権機関設置ための法案を、議会へ早急に提出することが表明された12）。
その後、当時の与党である統一国民党の下で、プレマダーサ大統領の命令で招
集された「全当事者会議（All Party Conference）」において法案の議論がなさ
れた。第 7 次法案まで起草されたが、最終的には廃案となった。
　1991年には、「人権特別調査団」（裁判所の命令によらずに拘禁者の基本的権
利の監視を主な機能とする）と「失踪に関する大統領調査委員会」（創設以後に
起きた失踪に限定した調査）が設置された。1994年の大統領選挙で勝利したク
マラトゥンガ人民連合政権は、選挙公約として過去の人権侵害（失踪・殺害を
含む）の調査を掲げていたこともあり、1988年 1 月まで遡って失踪を調査する
3 つの委員会を、1995年から発足させた。
　1996年 7 月、「人権特別調査団」と「差別撤廃・人権監視委員会」の機能を統
合し、その権限を強化した常設の人権委員会について規定する「スリランカ人
権委員会法」（以下、人権委員会法と略）が国会を通過した。1997年 3 月、第 1
期の委員が任命されて、人権委員会は発足した。最初の約 3 ヵ月は立ち上げの
準備期間であり、同年 7 月に本部が設置されて事実上の活動を開始した13）。
　ゴメスは、人権委員会の設置が「スリランカにおける人権の保護と促進にと
って重要な画期的出来事」だとのべる14）。他方で、船尾は、人権委員会の誕生
には、クマラトゥンガ人民連合政権の政治的な動機が背後に控えており、その
狙いとして、①内戦終結という選挙公約を実現するためのマイノリティを含む
幅広い国民の支持の獲得、②強権的な前政権との違いを際立たせること、の 2
点を指摘している15）。
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Ⅱ　組織の構成および機能と権限
1 ．人権委員会の組織
　人権委員会法（第 3 条）によると、人権委員会は、人権に関連する問題につ
いての知識を持つまたは実際の経験を有する者から選任される 5 人の委員（大
統領により推薦された 1 人の委員長と 4 人の委員）で構成される（ 1・2 項）16）。
委員は、憲法評議会の推薦に基づき、大統領により任命される。しかし、憲法
評議会が設置されるまでの期間は、首相が下院の議長および野党リーダーと協
議した上での推薦に基づき、大統領により任命されることになっている（ 2 項）。
2 項に基づく推薦の際に、憲法評議会と首相は、委員会に代表される委員にマ
イノリティの必要性を考慮すべきことが規定されている（ 3 項）。委員の任期は
3 年である（ 5 項）。
　これまで、第 5 期の委員が任命されてきたが、各期には女性が含まれている
場合とそうでない場合があり、マイノリティの委員に関しては、タミル人とム
スリムだけで他のマイノリティは就任していない17）。
　2001年の第17次憲法改正で、憲法評議会が設置され、人権委員会の委員の任
命と解任には憲法評議会の推薦を必要とすることが規定された（憲法第41条
A-H、第153条）18）。これは、人権委員会法第 3 条 2 項を実施する根拠となる憲
法の改正であった。しかし、2006年 6 月に結成された第 4 期の委員はすべて、
大統領が直接任命した。さらに、2009年 6 月に第 4 期委員の任期が終了した後、
新たな委員が任命されなかった19）。2011年 9 月、第18次憲法改正案が“緊急法
案”として議会を通過した20）。これによって、憲法評議会が廃止され、その代
わりに、議会評議会が設置された。議会評議会による拘束力のない意見だけを
受け入れて、大統領は人権委員会の委員を任命できることになった。2011年 3
月（政府が、国連人権理事会の第16会期に代表を派遣することになる数週間前）
に、第 5 期の委員が任命された21）。
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2 ．人権委員会の機能と権限
　人権委員会法によると、人権委員会の機能は次の 6 点である（第10条）。（a）
基本権に関する憲法規定との一致を確保し、基本権の尊重と遵守を促進するこ
とを目的として、苦情申立てを取り調べ、調査すること。（b）基本権の侵害ま
たは差し迫った侵害を取り調べ、調査すること、ならびに和解および調停によ
り解決をはかること。（c）立法および行政手続きを制定する際に、基本権を促
進、保護、伸長するよう、政府に助言し支援すること。（d）国内法および行政
措置が国際人権規範と基準に一致することを確保するためにとられるべき措置
に関して、政府に勧告すること。（e）人権の分野に関する条約および国際文書
に署名または加盟する必要性について、政府に勧告すること。（f）人権に関す
る意識向上を促進し、人権教育を実施すること。
　こうした 6 つの機能を果たすため、人権委員会は次の 8 つの権限を行使でき
る（第11条）。（a）基本権のあらゆる侵害および差し迫った侵害を調査する。（b）
州レベルの委員会を設置し、人権委員会と同数の委員を代表として任命する。
（c）裁判所の許可を得た上で、裁判によって、未解決な基本権の侵害または差
し迫った侵害に関する法的手続に介入する。（d）拘禁施設への定期的な訪問を
通して、被拘禁者の福祉を監視し、拘留状態の改善について勧告する。（e）最
高裁判所により付託された問題については、最高裁判所が命じる範囲内の措置
をとる。（f）人権についての研究、計画、セミナーおよびワークショップの実
施により人権の意識向上を促進し、そうした研究成果を普及する。（g）委員会
に苦情を申立てた際に被った費用に十分見合った金額を、犠牲者またはその代
理人に無条件で与える。（h）こうした機能を果たすために必要なまたは助けに
なる他のすべてのことを行う。
　このように、人権委員会は、先にのべた国内人権機関が持つ 5 つの機能を完
備している。ただし、後述するように、法的拘束力を持つ決定を出すことはで
きない。
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3 ．人権委員会の調査権限
⑴　調査の対象と権限
　人権委員会による調査の対象は、①行政行為と執行行為、②テロリズム防止
法（1979年制定）によって構成される人権侵害行為の 2 種類である（第14条）。
後者には、「タミル・イーラム解放のトラ」のような非国家アクターによる人権
侵害行為を含む。スリランカ憲法第126条に規定されている憲法上の基本権侵害
行為に対する最高裁判所への請願制度は、「行政行為または執行行為」だけであ
り、非国家アクターによる行為は救済の対象ではない22）。　人権委員会は、人権
侵害の犠牲者および犠牲者のために行動する人による苦情申立てだけでなく、
自らのイニシアティブによって調査をすることができる（第14条）。「犠牲者の
ために行動する人」には、犠牲者の家族や支援団体（人権NGOなど）も含ま
れる。憲法第126条の請願制度では、苦情申立人は犠牲者とその法定代理人だけ
であり、最高裁判所は苦情申立てがなければ調査できない。さらに、最高裁判
所への請願には、基本権の侵害から 1 ヵ月以内という期間の制限枠が設けられ
ている。しかし、人権委員会による基本権侵害に関する苦情申立てには、 1 ヵ
月以内という制限は除外されている（第13条 1 項）。これらの点から、人権委員
会が調査・救済する対象・申立人・期間は、司法的救済よりも広いことが窺え
る。
　「行政行為と執行行為」の範囲については、憲法と人権委員会法の両方ともに
何も規定していない。しかし、これまで最高裁による幅広い解釈がなされてき
ており、①公務員の行為だけでなく、行政機関とともになされた私人の行為、
②行政の不作為も含むと判断されている23）。
　人権委員会は、調査活動のために、あらゆる文書または口頭による証拠の作
成および入手、証人の召喚、宣誓の下での証人の尋問など、裁判所と同じ権限
を持つ（第18条 1 項）。また、人権委員会に関連しておよびその権威に対する作
為または不作為は、最高裁判所に対してなされたものと同等の扱いと見なされ、
侮辱罪を構成する。その場合、最高裁判所はその罪を追求する管轄権を持つ（第
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21条 1・2 項）。調査活動において、人権委員会は裁判所と同じ権限を一定程度
有する。
⑵　調査に基づく救済措置の効力と方法
　人権委員会法によると、人権委員会は、法的拘束力のある命令を直接執行す
る権限はない。その代わりに、次のような調査に基づく手続を進めることで、
紛争解決と人権の救済措置をとる（第15条）。人権委員会による調査が基本権の
侵害または差し迫った侵害を認めた場合、最初は和解または調停によって、苦
情申立ての解決をはかる（ 2 項）。和解もしくは調停が不適切、当事者の反対、
および不成功な場合、人権委員会は裁判所への提訴または他の適切な機関に勧
告することになっている（ 3 項a）。
　人権委員会によって出された勧告のコピーは、犠牲者、関連する組織の長お
よび大臣に送付される（ 6 項）。勧告を受け取った機関は、指定期間内に行った
行動、目的、勧告に与える効果について、人権委員会に報告することが義務付
けられている（ 7 項）。関連機関が指定期間内に報告しない場合、または勧告に
効果を与える提案が不十分だと判断された場合、人権委員会はその事実を大統
領に報告し、大統領は報告書のコピーを議会に提出することになっている（ 8
項）。
　和解と調停の手続は、次のように規定されている（第16条）。紛争の解決を和
解または調停に委ねる場合、人権委員会は 1 人以上の和解者または調停者を指
名する（ 1 項）。和解者または調停者の準備は非公開でなされる（ 3 項）。和解
または調停のために、当事者の出頭を命じる（ 3 項）。和解もしくは調停が不成
功の場合、または当事者が反対した場合、和解者または調停者は状況に応じて
人権委員会に報告する（ 4 項）。紛争が解決した場合、和解者または調停者は人
権委員会に報告する（ 5 項）。和解または調停により紛争が解決した場合、人権
委員会はその合意が効力を持つために必要な指導をすべきであるとされる（ 6
項）。
　人権委員会法第15条 6 項は、和解または調停による合意が、直ちに裁判所に
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よる判決と同じ拘束力を持つ規定になっていない点に注意する必要がある。人
権委員会による「合意が効力を持つために必要な指導」がなされない場合、ま
たはなされた「必要な措置」が当事者によって遵守されない場合が想定される。
ゴメスは、人権委員会による和解と調停による紛争解決方法が、①人権侵害を
行ってはいけないという国家機関へのシグナルが伝わらない、②人権委員会が
単に当事者を引き合わせる促進者の役割だけしか果たさないという危険性を指
摘している24）。
　なお、人権委員会の調査過程で、基本権の範囲に関して問題が生じた場合、
それを最高裁判所に委ねることができる（第17条）。この権限を、すでにのべ
た、最高裁判所が人権委員会に案件を付託する機能（第11条 e）と人権委員会
が訴訟手続きに介入する機能（第11条b）、人権委員会が裁判所に和解または調
停に失敗した案件を付託すること（第15条 3 項 a）という規定と併せて考える
と、最高裁判所と人権委員会は「相互補完的関係」にある25）。
⑶　適用される人権基準
　人権委員会が、苦情申立ての調査をすることができるのは、「基本権」の侵害
だけである（第10条 a、第15条 3 項）。人権委員会法によると、「基本権」とは
「憲法により宣言され、承認された基本権を意味する」（第33条）26）。スリランカ
憲法が保障する基本権は、第 3 章（第10条から第17条）で規定されている。憲
法第 3 章で保障されている基本権は、ひとつの平等権規定（第12条）以外はす
べて自由権である。ここから、人権委員会によって適用される人権基準に関し
て、次の疑問が生じる。 1 点目は、スリランカが批准した国際人権条約は適用
されるのか？ 2 点目は、社会権は保護の対象となるのか？27）
　 1 点目について、法律は不明瞭である。人権委員会法で規定されている「“人
権”とは、自由権規約と社会権規約で宣言され、承認された権利を意味する」
（第33条）。したがって、「人権に関する意識向上を促進し、人権教育を実施す
る」（第10条 f）という機能において、人権委員会は国際人権規約を適用できる。
しかし、他の国際人権条約は除外される28）。国内法および行政措置が国際人権
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規範と基準に一致することを確保するためにとられるべき措置に関して、政府
に勧告する機能（第10条d）についてだけは、明確に国際人権基準との一致に
ついて触れている。しかし、人権委員会が調査活動による紛争解決において、
憲法の基本権を解釈する基準として国際人権条約を考慮する点については言及
されていない29）。ただし、「文脈が別の方法を要求するのでなければ」（第33条）
を活用することで、国際人権基準を適用する余地が残されている。
　この点に関して、 3 つの点が問題となる。第 1 は、人権委員会によって国際
人権条約が適用されない場合、憲法の基本権には含まれないが、自由権規約に
は含まれる権利が保護の対象とならない可能性がある（例えば、生命に対する
権利、プライバシーの権利など）30）。第 2 は、憲法第15条は、法による基本権の
制限について広範囲（ 8 項目）に規定しており、自由権規約第 4 条にある人権
制約の例外規定よりも幅広い。したがって、自由権規約が適用されなければ、
人権委員会による人権救済の範囲は狭くなる可能性がある31）。第 3 は、憲法の
基本権には、市民だけにしか適用されない権利があり（第12条 2 項と第14条）、
こうした権利は市民でない者には適用されない。しかし、国際人権条約（特に
自由権規約）を考慮すると、そうした権利も市民に保障される可能性がある。
　 2 点目について、スリランカにおいて自由権と社会権を同等に扱い、両方の
権利を一体として促進・保護する意見や実際の試みが、これまで多数あった。
しかし、現実には、両者の権利は異なった扱いをされ続けてきた。その傾向を
受け継ぎ、人権委員会は法律上、社会権を促進するいかなる権限もない32）。し
かし、ゴメスは、人権委員会による社会権の適用可能性を検討して、「文脈が別
の方法を要求するのでなければ」（第33条）を利用し、憲法第12条（平等権）と
第14条 f（職業の自由）を創造的に解釈することで、社会権が保障される可能性
を指摘している33）。
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Ⅲ　調査活動の実態
1 ．調査部門の組織と活動
　人権委員会は、 4 つの部門（調査部門、監視・審査部門、教育・特別計画部
門、執行・財政部門）で構成される。基本権の侵害に対する紛争の解決を担っ
ているのは、調査部門である。人権委員会は、コロンボの本部と10の州に地域
事務所が設置されている。本部と地域事務所の両方に調査部門があるが、両者
には権限の相違がある。
　基本権侵害の犠牲者およびその代理人は、本部または地域事務所へ直接苦情
申立てをすることができる。地域事務所に直接なされた苦情申立ては、地域事
務所の調整官によって予備調査が行われる。その際、地域調整官による調停に
よって、紛争が平和的に解決される事例もある。予備調査によって得られた情
報は、公式な調査のために本部へ送付される34）。なお、地域調整官は調停によ
る紛争解決の権限しかなく、関連機関への勧告は本部だけの権限である35）。
　人権委員会による調査を通じた紛争の解決は、試行錯誤を経ながら、現在は
次のような過程を通して実施されている。調整官（職務担当官）による苦情の
聴聞、苦情の受理と登録、苦情の仕分け、苦情のカテゴリー化、苦情に関する
データベースの管理、任務の範囲外の苦情の適切な機関への付託、調査と取調
べ、和解と調停を通じた解決、未解決の苦情に対する勧告、不十分な勧告の審
査、勧告のフォローアップ、実施されなかった勧告の大統領への付託から構成
される36）。
　苦情申立ては、すべての事実を簡単な手紙に書いて本部または地域事務所に
知らせること、そうした手紙をファックスすることによっても可能である。基
本権を侵害された人は人権委員会のウェブサイトから「定型の苦情申立て用
紙」37）をダウンロードし、その用紙に記入した後、相応しい事務所に送ることも
できる。また、苦情申立てのために、本部には24時間利用可能なホットライン
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が用意されている38）。苦情申立人からのあらゆる相談に応じる職務担当官は、
1 日に20件から30件の聴聞を行っている39）。ただし、シンハラ人が多数居住す
る地域の事務所では、タミル語によって苦情申立てができない（シンハラ語と
英語のみ）40）。
　先述したように、人権委員会法は、苦情申立ての時間制限を設けてない。し
かし、2007年 6 月20日付けの内部通達で、苦情申立ての期限が 3 ヵ月に設定さ
れた41）。また、当初、人権委員会は、すべての苦情申立て（それが任務の範囲
内にあるか否かにかかわらず）を登録してきた。しかし、2007年の後半期から、
申請に対する拒否数を最小限にするため、類似の機関への正当な付託を促進す
るために、苦情申立ての「 2 段階」の仕分け過程が導入され、現在に至ってい
る42）。
　2011年に第 5 期委員が任命されて以降、人権委員会は、勧告が無視された場
合には関係当事者を召喚して調停を行い、それでも改善されなければ命令を出
す。命令が無視・拒否される場合は、（最高裁判所に対してなされたものと同じ
であると見なして）侮辱罪に対する措置がとられることを通告している43）。
2 ．調査部門の実績
　人権委員会は、毎年『年次報告書』を作成し、議会に提出することになって
いる（第30条）44）。本節では、この『年次報告書』に記載されているデータを基
礎として、苦情申立ての受理数・処理数、内容の種類、処理方法について、そ
の特徴をのべる。
⑴　苦情申立ての受理数・処理数
　人権委員会の本部が年毎に受理した苦情申立てとその処理数を一覧化したも
のが、表 1 である（地域事務所のデータは除外した）。「受付数」は人権委員会
に申立てられた苦情数、「受理数」は人権委員会が実際に受理した数、「処理数」
は受付数の中の受理数の割合、「実質処理数」は受理数の中で実際に処理された
数を表している。このデータから、およそ次のような点を指摘することができ
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る。第 1 に、1997年 3 月に任期 3 年の第 1 期委員が発足して以降、今日まで第
5 期委員が結成されているが、処理数に幅があるのは、各期を構成する委員の
意欲や資質が反映している可能性がある。第 2 に、2008年以降に処理率が向上
した背景には、苦情申立ての 2 段階の仕分け過程の導入の影響があると思われ
る。第 3 に、2009年に受付数が 5 千台に減少し、その後は 4 千台へと大きく減
少した最大の理由は、30年近く続いた民族対立が、2009年 5 月に終結したこと
が挙げられる。それは処理率の高さにも明確に見て取れる。
　発足後10年間、人権委員会による苦情申立ての処理はさほど芳しくない。し
かし、民族紛争終結前後に顕著に見られる処理数の向上は、目を見張るものが
ある。しかも、2009年 2 月に第 4 期委員の任期が終了して以降、2011年 3 月に
第 5 期委員が任命されまでの間、委員が不在だった。この点を考慮すると、な
おのこと、2009年以降の処理率の高さは注目に値する。第 1 節で述べた人権委
員会による苦情処理手続きを制度化してきた努力の賜物と言えよう。しかし、
表 1　人権委員会による苦情申立ての受理数・処理数
受付数 受理数 処理数 処理率 実質処理率
1998年 4 月－12月 1352 505 37%
1997年 7 月－2000年 2 月 14746 約3600 24%
2004年 6621 4069 182 3 % 4 %
2005年 6428 4118 760 12% 18%
2006年 7617 5005 1633 21% 33%
2007年 7611 4615 1840 24% 40%
2008年 6547 3588 2087 32% 58%
2009年 5454 2731 3459 63% ※
2010年 4025 2832 2117 53% 75%
2011年 4075 2952 1991 49% 67%
出典：『年次報告書』より筆者が作成
※ 2009年のデータは、「受理数」よりも「処理数」が多いのは不自然であり、「実質処理数」に
ついては空白にしておく。なお、『年次報告書』（2009）では、「処理数」の合計は3674とな
っているが、表 3で示しているように正確には3459であり、この数字を表記してある。
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こうしたプラス面だけではなく、人権委員会のマイナス面も影響を与えている
可能性があるが、この点については後述する。
⑵　苦情申立ての内容の分類
　人権委員会の本部に申立てられた苦情の内容を年度別（2004年から2010年の
期間）に分類したのが、表 2 である。各年度で多数を占める内容は、1 位が「個
人の自由」、2 位が「雇用」である。次いで、年度によって順位が逆になるとは
いえ、「教育」と「行政」関係が上位を占める。毎年、この 4 大テーマで全体の
80％近くの割合があり、特に「個人の自由」と「雇用」だけで60％を超える。
この 2 つの内容が、人権委員会に申立てられる苦情の中心であることが分かる。
　「個人の自由」の具体的中身としては、拷問、失踪、恣意的逮捕・拘禁、嫌が
らせが代表的なものである。かつて、恣意的逮捕・拘禁が圧倒的多数を占めて
いた時期もあったが、近年は減少傾向にある（2000年は2243件、2008年は550
件、2009年は438件、2010年は308件）。失踪に関しても同様である（2000年は
1112件、2008年は147件、2009年は135件、2010年は67件）。拷問に関しては極端
な変化が少なく、相変わらず多い（2000年は552件、2008年は439件、2009年は
372件、2010年は361件）。「個人の自由」が最も多い割合を示してきた最大の理
由は、はやり30年に及ぶ民族対立であろう。この間、1979年に制定されたテロ
リズム防止法により、警視以上の警察官は、令状なしの逮捕や様々な捜査が可
能であった。さらに、国家非常事態宣言の下で、各種の緊急規則が公安令とし
公布され、軍に逮捕と拘禁に関する広範囲の権限を与えてきた45）。
　「雇用」については、公務員の採用、昇進、移動、残業、雇用期間、解雇、年
金などが、苦情申立ての内容である。人権委員会が調査の対象とすることがで
きる範囲は、第一義的には「行政行為と執行行為」による憲法上の基本権の侵
害である。よって、公務員が人権委員会に自らの業務に関連する苦情申立てを
することが多いのも納得できる。人権委員会に対する苦情申立ての内容におい
て、「雇用」が占める割合が多い他の理由として、公務員による苦情申立てを判
断する最高裁判所以外の唯一の公的機関である公務委員会の独立性の欠如（そ
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の権限が内閣に由来する）、大陸法諸国で設置されている行政裁判所が存在しな
いことが指摘されている46）。
　「教育」については、学校の入学許可がほとんどである（例えば、2009年は、
学校の入学許可が239件、生徒指導が38件、入学試験が21件など）。「行政」とい
うのは、行政による不作為を主たる内容とし、近年はその割合と数がほぼ一定
である（2008年は345件、2009年は309件、2010年は337件、2011年は370件）。
　近年は、「財産」（土地・財産問題、補償など）、「インフラ＆公共施設」（電
気、道路、水など）、「社会福祉」（保険問題、移住労働者の権利、農民の福祉な
ど）、「環境」（公的不法妨害、大気汚染）などの苦情申立てが増えてきている
が、これも民族紛争の終焉が大きく影響している。
⑶　苦情申立ての処理方法
　任務内にあると判断された苦情申立てが、人権委員会によってどのように処
理されたのかを示したのが、表 3 である。「門前払い」とは、人権委員会が調査
の対象とする憲法上の基本権の侵害には相当しないと判断した申立てを指す。
「無関心」とは、調査の過程で、当事者が紛争の解決を促進することに関心を持
表 2　苦情申立ての内容の分類
2004年 2005年 2008年 2009年 2010年 2011年
個人の自由 31% 33% 39% 42% 35% 35%
雇　用 31% 27% 22% 26% 31% 29%
教　育 5 % 6 % 8 % 12% 12% 10%
行　政 6 % 8 % 10% 11% 12% 12%
財　産 1 % 2 % 5 % 6 % 5 % 8 %
インフラ＆公共施設 2 % 2 %
社会福祉 1 % 3 % 2 %
環　境 8 件
その他 26% 24% 16% 4 %
受理数（任務内） 4069件 4118件 3588件 2731件 2832件 2952件
出典：『年次報告書』より筆者が作成
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たなくなった事例である。「解決」は、和解または調停によるものである。「他
の機関への付託」とは、問題を解決するために適切な他の関連する機関（公務
委員会、国家警察委員会、労働委員会、言語委員会、国家子ども保護機構など）
に付託することである。「指導」とは、人権委員会の調査によって適切な措置が
とられなかったことが明らかとなった場合に、関連機関に対して状況改善のた
めになされる。「未解決の裁判事例」とは、裁判所による判決が出されていない
内容を含む事例のことを指す。
　2004年から2008年までの期間は 4 つの処理方法（「門前払い」、「無関心」、「取
消し」、「他の機関への付託」）のどれかが、2009年から2011年の期間も同じく 4
つの処理方法（「門前払い」、「無関心」、「他の機関への付託」、「任務の範囲外」）
が、数の上で上位 3 番以内に入っていることが目立つ。2009年以降にデータの
計算として導入された 4 つの処理方法の中で、「任務の範囲外」が際立って多い
のは、2007年の後半期から採用された苦情申立ての 2 段階の仕分け過程が影響
表 3　苦情申立ての処理方法の推移
2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年
門前払い 77 166 208 338 653 598 504
無関心 95 373 396 637 891 373 312
勧　告 46 56 36 49 45 2 28
解　決 16 82 100 128 45 53 41
救済措置 60 44 119 119 175 163 71
取消し 84 183 118 90 101 83 92
他の機関への付託 330 481 436 436 499 291 328
指　導 70 81 39
未解決の裁判事例 91 89 108
任務の範囲外 672 340 329
期限切れ 217 44 59
その他 52 293 427 290
合　計 760 1636 1840 2087 3459 2117 1991
出典：『年次報告書』より筆者による作成
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していると想定される。
　表 3 のデータで特に注目したいのが、人権委員会によって実際に紛争が解決
した事例の割合が低いことである。処理方法の中では、「解決」と「救済措置」
だけが、人権委員会の作業によって現実的に問題が解決した事例となる。その
割合を表 3 から計算すると、2005年は10％、2006年は 8 ％、2007年は11％、2008
年は12％、2009年は 6 ％、2010年は10％、2011年は 6 ％であり、毎年10％前後
である47）。その意味で、人権委員会による和解や調停の取り組みは、紛争解決
の数に関しては低調である48）。
⑷　事例研究
　苦情申立ての調査により、人権委員会がとった措置の具体的事例を、『年次報
告書』から紹介する。紛争の解決と人権の促進・保護の観点から見て、自らの
権限に基づいて行った法の創造また法の創造的解釈といえる事例を取り上げる。
　事例 1 「学校の入学許可」　公立学校へ入学を許可する範囲（自宅からの距
離）に関する規則は、教育省の通達により決定されている。この規則に違反し
て、学校長が入学を許可した場合の苦情申立てに対して、人権委員会は当事者
に対する調停により、次のような判断基準を確立してきた。それは、距離に関
する規則違反が認められた場合、学校により近い距離に居住する苦情申立て人
は、たとえ正しい距離の基準からすると入学の権利を持たないとしても、入学
を許可するという基準である49）。この事例の注目すべき点は、人権委員会が、
法の谷間におかれて権利侵害されている人びとを救済するために、ある種の慣
習法を形成しつつあることである。
　事例 2「拷問」　警察から拷問された夫と脅迫された妻の事例に対し、救済措
置を求める苦情申立てが、香港を拠点とする人権NGO（アジア人権委員会）に
よって人権委員会になされた。人権委員会が問題を調査し、暫定報告書を出し
た。さらに、関連する国家機関に、家族の安全確保のために必要な措置、事件
の捜査、犠牲者と証人を保護するための法案の承認、事件に関与した警察官の
移動などを勧告した50）。この事例は、犠牲者の支援者が家族ではない人権NGO
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であり、しかも国外（香港）に拠点を置く人権NGOによる苦情申立て、関係
者への緊急行動の呼びかけなどによって人権委員会が調査し、勧告を行った点
が興味深い。
　事例 3「解雇」　国営企業から株式会社へと民営化されたスリランカ保険会社
の従業員が理由もなく突然解雇されたことに対して、会社による基本権の侵害
だとして人権委員会に苦情申立てをした。調査の結果、人権委員会は、理由も
なく従業員を解雇したことに対して、保険会社は憲法第12条 1 項で保障されて
いる申立人の基本権を侵害したという意見をのべ、会社側が申立人に損害賠償
をすべきであると勧告した51）。この事例の興味深い点は、次の 2 点である。第
1 は、人権委員会が、その調査対象である行政と執行の行為に対する基本権の
侵害として、かつては国営企業であり現在は民間企業の基本権侵害を認定し、
損害賠償を勧告している点である。第 2 は、第12条 1 項「法の下の平等」を援
用して、社会権の一部である労働権の侵害行為を認定している点である。人権
委員会は、その権限の範囲内で実質的に社会権の保障を判断している。
　事例 4 「居住の権利」　地方当局が納税番号さえ出している避難所の住民が、
その土地が鉄道局の所有であるとの理由で退去を求められた事例への苦情申立
てに、人権委員会は介入した。居住権は憲法で承認されていない。しかし、人
権委員会は調査により、世界人権宣言第25条、社会権規約第11条 1 項、憲法第
12条 1 項で確保されている人びとの権利と国家の義務について主張し、鉄道局
が不法な居住者を退去させる法的権利を有するという事実を受け入れると同時
に、住民の人権侵害を強調した52）。この事例において、人権委員会が最終的に
どのような決定を行ったのかは定かではない。しかし、苦情申立てに対して、
憲法では規定されていないが、スリランカが批准している国際人権条約の関連
する条文を根拠として、基本権の侵害を承認しようとした解釈上の努力を見て
取れる点が重要である。
　事例 5 「文化的権利」　国家タミル子ども演劇フェスティバル運動の会長が、
文化問題省とスリランカ文化評議会に対して、子どものための国家演劇フェス
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ティバルにおいてシンハラ語の演劇しか上演できないことに抗議したところ、
取調べと必要な措置がとられなかったという苦情申し立てが、人権委員会にな
された。人権委員会は調査し、関係者に召喚状を出した。その後、苦情申立人
は、タミル人の演劇を含めることに同意する関連当局との議論を促進すること
ができた53）。この事例が関心を呼ぶのは、人権委員会が出した召喚状によって、
紛争当事者の和解によって問題が解決したことである。人権委員会の権威が、
和解を促進する触媒として機能している。人権委員会の判断は、おそらく、憲
法第12条 2 項の適用によると思われるが、マイノリティの文化的権利が保障さ
れた点に関しても、この事例は重要である。
　事例 6 「農業関係」　地主に対する小作人の収穫量の未払いに関する紛争が、
人権委員会に申立てられた。本来、こうした問題は農業裁判所の管轄下にある
が、それは設置されていなかた。そのため、人権委員会は農業省と交渉した。
その結果、農業開発法が改正され、この問題が解決する見込みが立った54）。こ
の事例は、私人間の権利侵害の問題であり、財産権が憲法に規定されていない
という二重の意味で、人権委員会の任務の範囲外と判断されるケースである。
しかし、人権委員会は、この紛争の原因が法の不備であること考え、関連機関
との対話に努めた。その結果、法改正が行われ、苦情申立てが解決する期待が
生まれた。人権委員会の介入によって、調査対象外の紛争に対する解決の糸口
が提供された点に、この事例の重要性がある。
Ⅳ　調査活動の課題
　 人 権 委 員 会 の 活 動 を 監 視 し て き た ス リ ラ ン カ の 人 権 NGO
“JANASANSADAYA”は、人権委員会による調査活動が悪化してきた状況に
ともなう多数の課題を報告している。それは、人権委員会の苦情申立ての処理
にはっきりと見て取れる。JANASANSADAYAは、次のような具体的事例を
指摘している55）。
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　最初の苦情申立てから10年近く経って結論が出された事例。その間、犠牲者
の弁護士が適切な措置を怠ったかもしれないが、当事者と人権NGOから調査
の再開要望が断続的になされていたのにもかかわらず、苦情申立人の関心の欠
如という「無関心」の処理を人権委員会は下した。裁判所によって人権委員会
が勧告を出すに足る十分な証拠があると判断されていたにもかかわらず、人権
委員会は「無関心」という判断をした事例。無実の罪で逮捕された犠牲者によ
る苦情申立てを、人権委員会は「基本権の侵害ではない」と結論した事例。警
察官によって暴行された被害者の苦情申立てを、人権委員会は「任務の範囲外」
と見なした事例。これらの事例から、人権委員会による苦情申立ての処理率が
上昇してきた背後には、未解決事件の解決の促進を急ぐあまり、かえって犠牲
者の人権が保障される機会が損なわれているという事実である。
　さらに、人権委員会の調停により紛争が「解決」したが、調停による合意の
内容を人権委員会が改ざんしていた事例。改ざんに対する苦情申立人の抗議に
より、再調査がなされ、人権委員会が勧告を出すことになった。しかし、犠牲
者は勧告を受け取っていない。この事例は、和解や調停による紛争の「解決」
という処理が、実際には苦情申立人の権利を回復することにつながっていない
場合もあることを示している。
　 5 つの事例すべてに共通している点は、犠牲者によって苦情を申立てられた
対象が、警察と警察官だということである。その意味で、人権委員会は、警察
などの権力ある人物や機関に対しては調査を忌避し、その権利侵害を不処罰と
する傾向が濃厚である。そうした姿勢が、逆に、苦情申立人の権利を保護・促
進することに対する妨げとなっている56）。
おわりに
　「国内人権機関は、もっぱらADR手法によって人権救済を図る国家機関であ
り、これが設置されれば、人権侵害された個人等にとって国内的救済の可能性
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が質的に拡大することになる」57）と言われる。人権委員会も、その根拠法におい
ては、憲法で規定された基本権の侵害行為に対する最高裁判所への請願制度よ
りも、人権委員会が扱う基本権侵害行為の範囲、苦情申立ての時間枠、申立人
の対象が広かった。ところが、その創設より15年に及ぶ人権委員会の調査活動
の分析から発見できたことは、和解や調停といったADRによる紛争の解決は、
全体の処理方法に占める割合としては平均10％であり、非常に低い数字であっ
た。その意味で、人権委員会による調査活動において、スリランカの伝統的な
紛争処理方法である和解や調停が、処理数の上では十分に活かされていないと
見なせる。
　しかし、事例研究から窺えるように、人権委員会は調査活動において、個人
の基本権侵害が救済される可能性を広げる法的判断を行っていた。そうした法
の創造的解釈による人権の救済を拡大する措置として、一種の新たな慣習（法）
の確立、憲法上の基本権の一部である平等権を援用することによる社会権や文
化的権利の実質的保障、スリランカが批准した国際人権条約上の権利を保障す
る解釈、任務外の紛争（私人間の基本権侵害行為）の処理、憲法の基本権で規
定されていない権利の保障などがあった。
　さらに、人権NGOとそのネットワークの関与やマスメディアの注目により、
人権委員会が基本権の侵害行為を調査し、政府の関連機関へ勧告を出していた。
これは、人権委員会が「政府と民衆の間での人権＝「人間の正義」達成のフォ
ーラム」58）として機能しており、そうした対話と討議による人権の保護・促進の
過程そのものが、法的正義を超える社会正義を実現するメカニズムを内蔵して
いることを示している。
　これらプラスの側面は、国内人権機関に道徳的権威を付与し、高められた道
徳的権威を基盤に、国内人権機関は既存の人権救済機関を補完して、人権保障
の実効力を強化していく可能性と期待を持たせてくれる。
　しかし、2005年11月にラジャパクサ大統領が誕生して以降、大統領は人権委
員会委員の任命に恣意的な介入を行ってきた。違憲の疑いがある委員の任命、
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委員の不選任、委員の大統領による直接任命を承認する憲法改正、警察や軍そ
して大統領の影響下にある人物の委員選任などによって、人権委員会は国家の
支配下に置かれ、「牙を抜かれた獅子」59）へと転落した。同時に、市民社会に情
報を公開せず、政府に批判的な人権NGOを敵対視するようになった60）。また、
人権委員会の調査活動による問題の処理が、人権侵害者によって有利となる、
逆に犠牲者にとって不利な判断をされる場合もしばしば見られた。これは、和
解や調停による紛争解決が持つ負の側面の露呈である。
　国家に取り込まれた人権委員会は、2007年10月、国内人権機関国際調整委員
会によって、A資格からB資格に格下げされた61）。その理由は、委員の任命が
不透明で人権委員会法違反の疑いがある（パリ原則にも違反する）、2006年 7 月
に起きた2000人もの失踪者の追跡調査が実施されなかったことであった62）。
　アジア・太平洋地域における 4 番目の国内人権機関として設立された人権委
員会の15年に及ぶ活動の変遷は、国内人権機関が持つ可能性と限界をくっきり
と映し出している。今後、国内人権機関が設置される国において、スリランカ
の経験は他山の石となるに違いない。
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62） ［Law & Society Trust2011］176. 
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